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最高裁昭和五五年（行ツ）第一〇一号、五八・一二・二〇判決

判 決

上告人 全逓信労働組合

被上告人 公共企業体等労働委員会

右参加人 国

右当事者間の東京高等裁判所昭和四七年（行コ）第四四号、第四五号不当労働行為救済

命令取消請求事件について、同裁判所が昭和五五年四月三〇日言い渡した判決に対し、上

告人から全部破棄を求める旨の上告の申立があった。よって、当裁判所は次のとおり判決

する。

主 文

本件上告を棄却する。

上告費用は上告人の負担とする。

理 由

上告代理人 X1、同 X2、同 X3 の上告理由第一点について

論旨は、原判決には理由不備又は理由齟齬の違法があるというが、原判決が所論の点に

ついて言及しなかったからといって、理由不備又は理由齟齬となるものではない。原判決

に所論の違法はなく、論旨は採用することができない。

同第二点について

所論の点に関する原審の認定は、原判決挙示の証拠関係に照らし、正当として是認する

ことができ、その過程に所論の違法はない。論旨は、採用することができない。

同第三点及び第四点について

所論の点に関する原審の認定は、原判決挙示の証拠関係に照らし、正当として是認する

ことができ、その過程に所論の違法はない。論旨は、更に、原審の認定を前提としても、

新宿郵便局長の所論の発言は上告人組合の結成運営に対する支配介入に当たると主張す

る。思うに、使用者の言論は、労働者の団結権との関係において一定の制約を免れないが、

原則的には使用者にも言論の自由は保障されており、労使双方が自由な論議を展開するこ

とは、正常な労使関係の形成発展にも資するものということができる。ただ、ここで必要

なことは、双方が公正かつ妥当な形で自己の見解を表明することであり、その配慮を欠け

ば、労使関係の秩序を乱すことにもなりかねない。この意味において、労使間に対立の見

られるような時期に、使用者又はその利益代表者が労働者と個別的に接触し、労使関係上

の具体的問題について発言をすることは、一般的にいって公正さを欠くものとの非難を免

れず、場合によっては是正のための救済措置を必要とする事態に至ることも十分考えられ

るところである。新宿郵便局長の所論の発言も、上告人組合に対立する労働組合の結成が

準備されている時期において、同局長の自宅又は執務室で特定の職員に対してなされたも

ので、その妥当性が疑われることは否定できない。しかしながら、その内容及び原審認定

の事実関係に照らせば、右発言をもっていまだ上告人組合の結成運営に対する支配介入に

当たるとまでいうことはできないとした原審の判断は、これを是認することができ、原判

決に所論の違法はない。右違法のあることを前提とする所論違憲の主張は、失当である。

論旨は、いずれも採用することができない。

同第五点及び第六点について
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労働組合又はその組合員が使用者の許諾を得ないで使用者の所有し管理する物的施設を

利用して組合活動を行うことは、これらの者に対しその利用を許さないことが当該施設に

つき使用者が有する権利の濫用であると認められるような特段の事情がある場合を除いて

は、当該施設を管理利用する使用者の権利を侵し、企業秩序を乱すものであって、正当な

組合活動に当たらず、使用者においてその中止、原状回復等必要な指示、命令を発するこ

とができると解すべきことは、当裁判所の判例とするところであり（最高裁昭和四九年

（オ）第一一八八号同五四年一〇月三〇日第三小法廷判決・民集三三巻六号六四七頁）、

これと同旨の原審の判断は、正当として是認することができる。そして、原審の適法に確

定した事実関係の下においては、昭和四〇年五月一〇日新宿郵便局集配課休憩室において、

同年六月七日及び同月一一日同局四階年賀区分室付近において、それぞれ無許可で開かれ

た上告人組合新宿支部の職場集会に対し、同局次長らの行った解散命令等が不当労働行為

を構成しないとした原審の判断は、正当として是認することができる。原判決に所論の違

法はなく、右違法のあることを前提とする所論違憲の主張は失当である。論旨は、いずれ

も採用することができない。

同第七点について

公共企業体等労働関係法二五条の五及び労働組合法二七条に規定する公共企業体等労働

委員会の救済命令制度は、使用者の不当労働行為により生じた事実上の状態を右命令によ

って是正することにより、正常な集団的労使関係秩序を回復させることを目的とするもの

であって、もとより使用者に対し懲罰を科すること等を目的とするものではないから（最

高裁昭和三六年（オ）第五一九号同三七年九月一八日第三小法廷判決・民集一六巻九号一

九八五頁及び同昭和四五年（行ツ）第六〇・六一号同五二年二月二三日大法廷判決・民集

三一巻一号九三頁参照）、使用者による不当労働行為の成立が認められる場合であっても、

それによって生じた状態が既に是正され、正常な集団的労使関係秩序が回復されたときは、

公共企業体等労働委員会は救済の必要性がないものとして救済申立を棄却できるものと解

され、これと同旨の原審の判断は、正当として是認することができる。そして、原審の適

法に確定した事実関係の下において、本件掲示物の撤去に関し救済の必要性がないとした

原審の判断は、これを是認することができる。原判決に所論の違法はなく、右違法のある

ことを前提とする所論違憲の主張は失当である。論旨は、いずれも採用することができな

い。

よって、行政事件訴訟法七条、民訴法四〇一条、九五条、八九条に従い、裁判官全員一

致の意見で、主文のとおり判決する。

最高裁判所第三小法廷


